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要旨 

現在の世界は、感染症の拡大や甚大な災害など想定を超えた事象が起きる不確実性の高

い社会となっている。こうした社会の激しい情勢変化に対応するためには、「知」の源泉と

なる研究力等の強化が不可欠であり、博士人材に期待される役割の重要性は、かつてない

ほど高まっている。 

しかしながら、我が国の博士課程入学者数は、2003年度の 18,232人をピークに 2019年

度には 14,976人まで減少した。その理由として、博士課程在籍時の経済支援等の不足に加

え、博士課程修了者のキャリアパスの不透明さ、不安定な雇用環境等が挙げられている。

また、修士課程等から博士課程へ進学する者の割合も長期間に亘って減少傾向が続いてお

り、2001年までは 15％を上回る水準で推移していたが、2019年には 9.2％にまで減少し

た。特に深刻な問題として、優秀な修士学生が博士課程への進学を忌避しているとの指摘

もある。 

こうした我が国の博士人材を巡る問題を打破すべく、国は、2020年１月に策定した「研

究力強化・若手研究者支援総合パッケージ」に基づき、抜本的な対策を進めている。さら

に、2021年 3月に閣議決定された第６期科学技術・イノベーション基本計画では、「優秀

な若者が将来の活躍の展望を描ける状況の下で「知」の担い手として博士後期課程に進学

するキャリアパスを充実させる」ことや「将来的には、希望する全ての優秀な博士人材

が、アカデミア、産業界、行政等の様々な分野において正規の職を得て、リーダーとして

活躍する展望が描ける環境を整備する」ことを目標に掲げ、上記パッケージの取組をはじ

め、必要な対策を着実に実行に移していくことが急務であるとしている。 

科学技術・学術政策研究所（NISTEP）では、国の政策立案等に必要なエビデンスを提供

するための様々な調査研究を行っている。中でも 2014年から実施している「博士人材追跡

調査」(JD-Pro: Japan Doctoral Human Resource Profiling)については、博士人材を巡る

政策立案やその政策効果の評価検証等に不可欠なデータとして、博士課程進学前の状況、

在籍中の経験、博士課程修了後の就業状況、研究状況等を把握し、客観的根拠に立脚した

政策策定に貢献することを目的として、博士課程修了者のキャリアパスを継続的に追跡し

ている。これまで、平成 24年度(2012年度)に日本の大学の博士課程を修了した者、平成

27年度(2015年度)に日本の大学の博士課程を修了した者、平成 30年度（2018年度）に日

本の大学の博士課程を修了した者（以下「2018年コホート」という。）を対象に、3つのコ

ホート調査を実施してきた。このうち、本報告書は、令和 2年(2020年)に実施した 2018

年コホートの博士課程修了者を対象に 1.5年後の状況について調査したものである。 

本報告書では以下の点が明らかになった。 

・博士課程に在籍する前に社会人経験があると回答した者が初めて５割を超え、博士課程

学生の年齢構成が 30歳代を中心とするものへと変化した 



・社会人経験のない学生で全額または一部の学費免除がなかったのは約５割、退職した社

会人学生では約７割で全額または一部の学費免除がなかった 

・修了後の雇用先は、全体で大学等が約５割、民間企業が約３割であった。大学等に就職

した割合が高い分野は人文や社会、民間企業に就職した割合が高いのは工学分野であっ

た 

・今後のキャリア展望は、社会人経験の無い学生で多様化しており、アカデミア（大学や

公的研究機関の研究者）で研究者としてポジションを得たいと回答した者約３割いる一

方、雇用先や研究者にこだわらない、研究以外の仕事でも良いと回答した者、それぞれ

約２割となった 

・政府に望む博士課程学生への支援政策としては、研究者の研究環境改善、博士後期課程

での給与支給を望む回答が最も多くそれぞれ２割を超えていた 

 

  


